地方消費者行政専門調査会が報告書をとりまとめ（４月７日）
－相談員の「雇止め」は不適当、評価に見合った報酬・処遇改善を求める－

連日の取り組みに敬意を表します。　

　消費者委員会に設置された地方消費者行政専門調査会は4月7日、地方消費者行政専門調査会報告書をとりまとめ、これをうけ消費者委員会は4月15日、関係各大臣に対する建議を決定しました。

　消費者行政についてはこれまで、2009年度、2010年度に地方消費者行政活性化基金による予算措置がされ、2009年度～2011年度を集中育成・強化期間として位置付け、当面のインフラ整備を中心とした施策が進められてきました。しかし消費者庁の「地方消費者行政強化プラン」では、4年目以降を見通した施策のあり方については示されていないことから、「地方消費者行政の充実強化に向けて」（平成21年12月14日消費者委員会決定）に掲げられた論点および地方公共団体における消費者行政の推進に関する事項について調査審議を行うため、消費者委員会内に「地方消費者行政専門調査会」を設置、2010年4月28日の初会合以降13回にわたり審議が行われ、今回、地方消費者行政の充実強化にむけ、消費者行政における国と地方の在り方をはじめ、消費生活相談員（以下「相談員」という）の処遇の在り方などについて取りまとめられたものです。

　報告書では、相談員の処遇について、①4分の3の地方公共団体が相談員の通算任用期間に制限がないと回答しているが、雇用期間の制限を設けている自治体は、年齢制限も併せて設けている自治体を含め、合計106の地方公共団体で3年、5年あるいは10年の通算任用期間の制限を設けており、いわゆる「雇止め」が行われている。②相談員は精神的な負担を強いられる場合も少なくないが、必要とされる能力に見合った報酬・任用体制にあるとは言い難い自治体が相当程度存在する。また、平成21年度から22年度にかけて180の自治体が相談員の報酬引き上げを図るとされているが、依然として、能力・実績等に関わらず一律の、また、他の非常勤職員とも横並びの報酬体系となっている自治体が少なくないと指摘したうえで、相談員の処遇・研修等とそのための具体的な指針として、①相談員が行う事務は多岐にわたり、継続的な研修と経験の積み重ねによる知識、能力の維持・向上が不可欠、長期間にわたる経験や研修等の積み重ねが具体的な相談対応で欠かせないことを踏まえると、いわゆる「雇止め」は適当ではない。②各地方公共団体において、相談員の能力を適切に評価し、その評価に見合った報酬や処遇等とすることが求められること、③相談員の多様な働き方に応じて、非常勤職員以外の制度的な選択肢を充実する必要があること、④こうした点について、各地方公共団体の理解促進を図る必要があること、⑤消費者庁として、各地方公共団体の長にあてて、上記①から③の対策等が求められるとする旨の具体的指針を示すことにより、相談員の適切な処遇・研修機会の確保を図る必要があるとしています。

さらに、相談員の多様な働き方に応じて制度的な選択肢を充実するという観点から、任期付短時間勤務職員制度の要件緩和による同制度の活用等の必要があり、その検討を早急に求め。また、中・長期的な課題として、任期の定めのない短時間勤務職員制度についても検討すべきであるとしています。

一方報告書では、①国から地方への支援のための財政措置のあり方について「検討する必要がある」と述べるに留まっていること、②「活性化基金」の使途が細かく限定されていることや利用期間が3年に限定されていることから、人的体制強化に活用しにくい問題について踏み込んでいないことなど、不十分な点もあります。

消費者委員会の建議では、報告書および建議に基づいて平成23年度以降具体的な施策を実施していくため、消費者庁に対し、関係省庁の対応をとりまとめて詳細な行程表を作成し、本年7月までに報告するよう求めています。

